
 

 

南極・北極 SDGs ネットワーク事業 

パートナー企業募集趣意書 

令和 6 年 2 月 

公益財団法人 日本極地研究振興会 



ごあいさつ（理事長 藤井 良一） 

当財団は、1964 年の創立以来、60 年近くにわたって南極・北極地域での研究・教育
活動を支援するとともに、それらの活動から得られた成果を社会に普及啓発し、青少年
教育に役立てるための様々な取り組みを行ってきました。2013 年 4 月の公益財団法人
への移行を機に、その事業を大幅に拡大強化しています。 
近年、南極・北極地域は、地球の未来にとって新たな意味を持ってきました。それは、

氷床や海氷の融解によって温暖化が他の地域よりも 2～3 倍の速さで進行しており、激
変する地球環境の未来の姿を先取りしているからです。さらに極地は、南極オゾンホー
ルに代表されるように、人間活動の地球環境へのインパクトを察知する敏感なセンサー
の役割も担っています。現在、南極・北極地域から得られる情報は、SDGs（持続可能な
開発目標）を達成するための必要不可欠な情報としてその価値が飛躍的に高まっていま
す。また極地の厳しい自然環境下で未知の世界に挑戦する南極観測隊員や様々な分野の
極地専門家が大切にする知的好奇心とチームワークは、SDGs の担い手が最も必要とす
る能力です。
そこで当財団は、南極・北極を、SDGs（持続可能な開発目標）の担い手を育成するた

めの最適な教材ととらえ、「南極・北極から地球の未来を考える」をミッションステート
メントとし、SDGs の担い手育成事業に全力で取り組んでいます。この事業をさらに発
展させていくためには皆様からのご支援を欠くことができません。つきましては、当財
団の「南極・北極 SDGs ネットワーク事業」にご理解とご賛同をいただき、本事業のパ 
ートナー様として格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

南極と北極地域は「SDGｓの担い手育成」のための最適な教材 

SDGs（持続可能な開発目標）は、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年までの
15 年間で、経済、社会、環境のバランスがとれた持続可能な世界の実現を目指す世界共
通の目標で、我が国でも経済界や地域社会などすべての分野で SDGs への取り組みが進
んでいます。教育の分野では、2020 年度から実施が始まった新学習指導要領の前文と総
則に、「持続可能な社会の創り手になる」が明記され、SDGs のための人材育成がこれか
らの初等中等教育の目標になりました。 

1956 年に始まった南極地域観測事業は、今日まで、オーロラ、気象、雪氷、生物・生
態系、地学、隕石、寒地工学等の分野で様々なプロジェクトが実施され、科学研究のフ
ロンティアへの挑戦が続いています。昭和基地やドームふじ基地など 4 か所の観測基地
の建設・維持では、省エネルギー・低環境負荷技術の開発と利用を進めてきました。ま
た南極条約の原署名国 12 か国の一員として、南極地域での国際協力と環境保護活動の
推進に大きな貢献をしてきました。
一方、北極地域では、夏季の北極海の海氷面積はここ 30 年で半減し、温暖化が加速度

的に進行しており、その結果、海からの熱や水蒸気供給量が増え、北極海を取り巻く偏
西風の蛇行が強まり、日本でも異常気象が頻繁に起こるようになってきました。そこで
北極評議会の下に各国が協力し、北極地域の総合的な観測が始まっています。我が国は
2020 年度から北極域研究加速プロジェクト（ArCS II）を実施中で、新たに北極域調査
船の建造も始めています。 
このように、南極・北極地域で国際協力の下に実施されている我が国の様々な活動は、 

SDGs の達成に大きく貢献しています。SDGs の担い手には、未解明の課題を発見し、そ
れらに果敢に挑戦する行動力が必要不可欠な能力と考えられます。極地の厳しい自然環
境下での活動経験は、困難な課題に挑戦する勇気が未知なるものへの好奇心とチームワ 
ークから生まれることを教えてくれます。南極・北極地域こそ SDGs の担い手を育てる
ための最適な教材だと言えるでしょう。 



事業概要 

１．事業名 
「南極・北極 SDGsネットワーク事業」 

２．事業目的 
温暖化が先行し地球の未来を先取りする南極・北極地域を、SDGsの担い手を育成
するための最適な教材ととらえ、当財団が事業主体となり、極域研究の中核機関で
ある国立極地研究所、極域研究で実績のある大学・研究機関、南極地域観測事業支
援企業、SDGs支援企業からなるネットワークを構築するとともに、各種の教材を
開発し、小中学生向けの「南極・北極探究学習コンテスト」や小中高校生向けの「南
極・北極 SDGs 教室」、社会人向けの「南極・北極 SDGs 講演会」を開催すること
によって、SDGsの担い手の育成に貢献することを目的とします。 

３．事業内容 
３－１．南極・北極 SDGs探究学習コンテストの開催（小中学生向け） 

地球上で最も原生的な自然環境が残された南極・北極地域は、近年、氷床や海氷の
融解によって温暖化が地球上で最も急速に進行しており、激変する地球環境の未来
の姿を先取りしています。この探究学習コンテストは、南極・北極地域を SDGs の
担い手を育成するための最適な教材ととらえ、「なぜだろう？」、「不思議だな！」と
いう好奇心を探究学習の出発点として、チーム（小中学生と協力者）で作品を仕上
げることを特徴としています。SDGsに最も必要とされる能力は、困難な課題に挑
戦する勇気、未知なるものへの好奇心、そしてチームワーク力だからです。 

主催・協賛・後援機関 
主催：公益財団法人 日本極地研究振興会 
協賛：南極・北極 SDGsネットワーク事業パートナー企業 
後援：国立極地研究所、文部科学省、外務省、環境省、ESD 活動支援センター他予定
応募資格 
・全国の小学生、中学生（中学生向けコンテストは令和７年度以降に実施）
・チームで応募（各チームは 3 名以上で、チームの構成は小中学生と協力者）

応募方法 
当財団のホームページに掲載されている応募用紙に記入し、メールにて提出 

応募期間 
 各年度の 7 月～9 月 （予定）
探究学習のテーマ 
自由（南極や北極に関係した課題すべて） 

（参考例） 
気象・気候変動、生き物・生態系、陸上・海洋環境、オーロラ、氷床掘削、隕石、
岩石・鉱物、永久凍土、環境保護、国際協力、南極条約、低環境負荷技術、観測方
法、情報通信ネットワーク、砕氷船、ゴミ処理、食品ロス、極地の生活、チームワ
ーク、リスクマネージメント、探検・冒険、観光、南極・北極地域の利用 

探究学習のためのサポート 
①参考資料提供
日本極地研究振興会が制作した各種の SDGs 教材（冊子、デジタル教材）、南極・
北極地図、南極と北極の総合誌「極地」など

賞について 
特別賞：協賛パートナー企業名を冠した賞で、表彰状と副賞を贈呈 
参加賞：応募全チームに参加賞を贈呈



応募作品・入賞作品の公表 
・審査結果を各年度の 12 月に公表
・入賞作品については、当財団のホームページで公表

審査委員会 
極地研究者、極地経験者、教育関係者、主催・協賛・後援機関関係者などで構成す
る審査委員会で審査 

３－２．小中高生向け SDGs教材の開発と「南極・北極 SDGs教室」の開催 
文部科学省はユネスコ活動費補助金事業として「SDGsの担い手育成（ESD）推進
事業」を 2019年度から始め、当財団の「南極・北極から地球の未来を考える ESD
副読本と学習プログラムの開発」がこの事業に３年連続で採択され、極地研究者と
小中高校・大学の教員の協力を得て、冊子やデジタル教材の開発を進めてきまし
た。今後も、小中高生向け SDGs教材の一層の充実を図るとともに、開発した教材
を用い、極地経験者が講師となる「南極・北極 SDGs教室」を、オンラインまたは
対面授業として開催し、小中高校での SDGs教育に貢献します。 

３－３．社会人向け SDGs教材の開発と「南極・北極 SDGs講演会」の開催 
SDGsの「誰一人取り残さない」という理念は、誰もが SDGs活動に参加することを
求めています。SDGsに貢献するためには、気候変動や地球温暖化などグローバルな
環境変動への理解を深め、自分の周りの身近な課題に積極的に取り組む行動力が必
要となります。そこで当財団は、一般社会人向けに、南極・北極地域から得られた最
新の研究成果にもとづく SDGs 教材を開発し、これを用いた「南極・北極 SDGs 講
演会」を、市民大学や企業研修会など多様な形態で開催します。南極・北極地域で活
躍している研究者、技術者、冒険家、ジャーナリストらが講師となり、SDGsの担い
手に最も必要となるチャレンジ精神、行動力、チームワーク力の大切さを学んでもら
います。 

４．事業推進体制 
当財団が事業主体となり、極域研究の中核機関である国立極地研究所、極域研究で実
績のある大学・研究機関、SDGs活動で実績がある大学および小・中・高校、南極地
域観測事業支援企業、南極地域観測隊員派遣企業、SDGs支援企業等からなるパート
ナーシップ型ネットワークで事業を推進します。

５．事業期間と達成目標 
事業期間は第 1 期（2022 年度から 2026 年度までの 5 年間）、第 2 期（2027 年度
から 2031 年度までの 5 年間）とします。この期間中に、上記の３―１～３.の事業
を積極的に推進することを通じて、SDGs の担い手の育成に大きく貢献することを達
成目標とします。 

６．各年度の事業費 
第 1期 各年度の事業費  １，５００ 万円 
第 2期 各年度の事業費  ２，５００ 万円 

７．事業実施責任者 
（公財）日本極地研究振興会 事務局 
担当常務理事：渡邉研太郎 

〒190-0023 東京都立川市柴崎町 2-5-2-503 
TEL: 042-512-5357   FAX: 042-512-5358 
お問い合わせメール: info@kyokuchi.or.jp  
ホームページ: https://kyokuchi.or.jp/

mailto:info@kyokuchi.or.jp
https://kyokuchi.or.jp/


パートナーシップによるご支援のお願い 

SDGs を達成するためには、異なる組織・業種の人びとが協働するパートナーシップ
が最も大事な推進力だと言われています。南極地域観測事業は 60 年以上にわたって研
究機関と支援企業のパートナーシップで実施されてきました。この経験を活かして、様々
な研究機関・企業とのパートナーシップによって本事業を推進します。協賛パートナー
となってご支援を賜りますようお願い申し上げます。 
協賛パートナー様特別寄付金：１口 50 万円／年 
寄付金に対する税制上の優遇措置について 
当財団は、内閣総理大臣より「公益財団法人」としての認定（法人登記日：2013年
4月 1日）を受けました。これにより、当財団への寄付金は、特定公益増進法人（＊）
としての税法上の優遇措置が適用され、法人様の寄付につきましては、通常の一般寄
付の損金算入限度額とは別に、当該損金算入限度額の範囲内で損金算入することが
できます。 
（＊）公共法人、公益法人等、教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への

貢献、その他公益の増進に著しく寄与する法人 
協賛パートナー様の特典 
・パートナー企業名（ロゴ）の表記：当財団のホームページ、南極と北極の総合誌
　「極地」広告ページににパートナー企業様の広告を掲載します。
・パートナー企業樣バナーの設置：当財団のホームページにリンクバナーを設置します。 
・小中学生のための「南極・北極 SDGs 探究学習コンテスト」の入賞者に貴社名を冠し
　た特別賞を贈呈します。
・社会人のための「南極・北極 SDGs 講演会」等各種イベントの共催
特別寄付金のお申込み
当財団のホームページからお申込みください。 
 https://kyokuchi.or.jp/ 

（公財）日本極地研究振興会の SDGs への取り組み 

文部科学省ユネスコ活動費補助金事業「SDGs の担い手育成（ESD）推進事業」に
2019 年度から 3 年連続で採択され、SDGs 副読本「南極・北極から地球の未来を考え
る」と、それを用いた授業を実施するために必要な様々な情報や授業ですぐに使用でき
るワークシートを掲載した SDGs 学習プログラムを、小学生用と中学生用に開発し、
全国の希望校に提供しました。近々この改訂版を発行予定です。また、オンライン授業
で使用できる各種のSDGs デジタル教材を開発し、財団のサイトで提供しています。 

 小学生用副読本（左）と学習プログラム（右） 中学生用副読本（左）と学習プログラム（右） 

https://kyokuchi.or.jp/


(公財)日本極地研究振興会 役員・評議員 

お問い合わせ先 
（公財）日本極地研究振興会 事務局 
〒190-0023 東京都立川市柴崎町 2-5-2-503 
TEL: 042-512-5357   FAX: 042-512-5358 
お問い合わせメール: info@kyokuchi.or.jp  
ホームページ: https://kyokuchi.or.jp/
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